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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

鉄骨造
延床
面積

447.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

74,649
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

10,281
(A)-(B)
効果額

64,368

⑶ 棟名称 屋内運動場 建築年 昭和41年 構　造

鉄骨造
延床
面積

87.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

14,529
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,001
(A)-(B)
効果額

12,528

⑵ 棟名称 倉庫 建築年 昭和41年 構　造

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

2367.55㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

1,063,030
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

54,454
(A)-(B)
効果額

1,008,576

⑴ 棟名称 校舎 建築年 昭和55年 構　造

自治区 旭
大分類 学校教育系施設 小分類 学校

地　区 今市

担当課 教育総務課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 56 施設名 今市小学校
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

統合による旭小学校供用開始のため、効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

1,100,412

内　容

平成28年3月末今市小閉校により、用途廃止後普通財産として管理（後利用につ
いては未定）。
※平成28年4月旭小学校新校舎供用開始

目標時期 平成28年3月末用途廃止

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

鉄骨造
延床
面積

103.75㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

17,326
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,386
(A)-(B)
効果額

14,940

⑷ 棟名称 プール専用附属屋 建築年 昭和44年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

木造
延床
面積

39.20㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

7,644
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

7,644
(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 同上便所 建築年 昭和49年 構　造

鉄骨造
延床
面積

612.05㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

102,212
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

102,212
(A)-(B)
効果額 0

⑴ 棟名称 屋内運動場 建築年 昭和49年 構　造

自治区 弥栄
大分類 学校教育系施設 小分類 学校

地　区 安城

担当課 教育総務課 単独or複合 複合（主） 指定管理の有無 －

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

番　号 57 施設名 弥栄小学校
施設(棟)別 方針 単独建替え

※施設全体としては複合化

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

単独建替えのため効果額なし（やさか児童クラブ併設に伴う効果額は別途計上済）

(A)-(B)
効果額計

0

内　容

平成27年9月　解体（便所も含めて）
平成28年9月　新屋内運動場供用開始（やさか児童クラブ、便所併設）
※屋内運動場（便所含む）としては単独建替えとなるが、実質はやさか児童クラブ
との複合化

目標時期 平成28年9月供用開始

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

鉄骨造
延床
面積

639.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

106,713
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

14,697
(A)-(B)
効果額

92,016

⑴ 棟名称 屋内運動室 建築年 明治31年 構　造

自治区 浜田
大分類 学校教育系施設 小分類 学校

地　区 石見

担当課 教育総務課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

番　号 58 施設名 第一中学校
施設(棟)別 方針 廃止(耐用年数経過後)

※施設全体としては複合化

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

維持管理費なし

(A)-(B)
効果額計

92,016

内　容

一中の旧屋体はレンガ造で国の登録文化財に指定されていることから、外観等の変更はでき
ないという制限があることや、耐震性の判定が困難なため耐震補強工事未実施となってい
る。文化財のため平成27年度学校施設台帳から除外した。現在、文化振興課と当施設の取
り扱いについて協議検討中。
今後、文化財としてだけでなく、倉庫としての活用含めて検討する。

目標時期 平成27年度以降活用方法検討

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

木造
延床
面積

656.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

127,920
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

89,544
(A)-(B)
効果額

38,376

⑶ 棟名称 屋内運動場 建築年 昭和37年 構　造

木造
延床
面積

36.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

7,020
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

4,914
(A)-(B)
効果額 2,106

⑵ 棟名称 W.C 建築年 昭和29年 構　造

木造
延床
面積

856.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

166,920
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

116,844
(A)-(B)
効果額

50,076

⑴ 棟名称 教育棟 建築年 昭和29年 構　造

自治区 浜田
大分類 学校教育系施設 小分類 学校

地　区 美川

担当課 教育総務課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

番　号 59 施設名 第四中学校
施設(棟)別 方針 複合化

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

現時点不明

(A)-(B)
効果額計

117,994

内　容

学校の統廃合については、学校統合計画審議会による議論を経て、学校統合計画を
策定することになる。
平成28年度に同審議会に諮問し答申を受け、速やかに学校統合計画を策定し方針
決定を行う。

目標時期 平成28年度以降方針決定

木造
延床
面積

409.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

79,755
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

55,829
(A)-(B)
効果額

23,926

⑹ 棟名称
管理・特別教室棟
（3棟）

建築年
昭和35年
昭和39年
昭和50年

構　造

木造
延床
面積

19.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

3,705
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,594
(A)-(B)
効果額 1,112

⑸ 棟名称 W.C 建築年 昭和47年 構　造

木造
延床
面積

41.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

7,995
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

5,597
(A)-(B)
効果額 2,399

⑷ 棟名称 渡り廊下 建築年 昭和48年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

鉄骨造
延床
面積

198.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

33,066
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

23,146
(A)-(B)
効果額 9,920

⑶ 棟名称 第2体育館 建築年 昭和54年 構　造

鉄骨造
延床
面積

198.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

33,066
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

4,554
(A)-(B)
効果額

28,512

⑵ 棟名称 プール附属棟 建築年 昭和54年 構　造

鉄骨造
延床
面積

915.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

152,805
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

106,964
(A)-(B)
効果額

45,842

⑴ 棟名称 体育館 建築年 昭和49年 構　造

自治区 金城
大分類 学校教育系施設 小分類 学校

地　区 雲城

担当課 教育総務課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

②新行財政改革大綱実施期間最終年（平成33年末時点）以前に耐用年数を経過する棟を含む施設

番　号 60 施設名 金城中学校
施設(棟)別 方針 複合化 ※プール附属棟のみ

廃止(耐用年数経過後)

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

現時点不明

(A)-(B)
効果額計

97,550

内　容

学校の統廃合については、学校統合計画審議会による議論を経て、学校統合計画を策定する
ことになる。
平成28年度に同審議会に諮問し答申を受け、速やかに学校統合計画を策定し方針決定を行
う。
※第1期実施計画対象となるのは体育館（第2体育館含む）・プール附属棟・ランチルーム
のみだが、校舎含めて方針決定予定

目標時期 平成28年度以降方針決定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

鉄骨造
延床
面積

265.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

44,255
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

30,979
(A)-(B)
効果額

13,277

⑷ 棟名称 ランチルーム 建築年 昭和53年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

鉄骨造
延床
面積

1272.79㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

212,556
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

148,789
(A)-(B)
効果額

63,767

⑴ 棟名称 屋内運動場 建築年 昭和55年 構　造

自治区 旭
大分類 学校教育系施設 小分類 学校

地　区 今市

担当課 教育総務課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

②新行財政改革大綱実施期間最終年（平成33年末時点）以前に耐用年数を経過する棟を含む施設

番　号 61 施設名 旭中学校
施設(棟)別 方針 複合化

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

現時点不明

(A)-(B)
効果額計

63,767

内　容

学校の統廃合については、学校統合計画審議会による議論を経て、学校統合計画を
策定することになる。
平成28年度に同審議会に諮問し答申を受け、速やかに学校統合計画を策定し方針
決定を行う。
※第1期実施計画対象となるのは屋内運動場のみだが、校舎含めて方針決定予定

目標時期 平成28年度以降方針決定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

木造
延床
面積

69.49㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

13,551
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,598
(A)-(B)
効果額

11,952

⑶ 棟名称 向野田教員住宅 建築年 昭和53年 構　造

木造
延床
面積

69.49㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

13,551
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,598
(A)-(B)
効果額

11,952

⑵ 棟名称 向野田教員住宅 建築年 昭和52年 構　造

木造
延床
面積

69.49㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

13,551
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,598
(A)-(B)
効果額

11,952

⑴ 棟名称 向野田教員住宅 建築年 昭和55年 構　造

自治区 三隅
大分類 学校教育系施設 小分類 その他教育系施設

地　区 三隅

担当課 教育総務課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

②新行財政改革大綱実施期間最終年（平成33年末時点）以前に耐用年数を経過する棟を含む施設

番　号 62 施設名 向野田教員住宅
施設(棟)別 方針 廃止(耐用年数経過後)

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

市直営管理のため指定管理料の経費なし。修繕費は年間50万円程度あるが、年間
家賃収入756千円（3戸分）は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

35,857

内　容

現在教員の入居があるため、自治区事業として28年度以降雨漏り改修工事を実施
する。立地もよく今後の入居は見込めることから、引き続き住宅として使用する
が、大規模修繕が発生する時点で廃止とする。

目標時期 大規模修繕が発生する時点で廃止

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

木造
延床
面積

12.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

2,340
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,638
(A)-(B)
効果額 702

⑵ 棟名称 倉庫 建築年 昭和40年 構　造

木造
延床
面積

785.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

153,075
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

107,153
(A)-(B)
効果額

45,923

⑴ 棟名称 管理・保育 建築年 昭和40年 構　造

自治区 浜田
大分類 子育て支援施設 小分類

幼稚園・保育園・こども
園地　区 浜田

担当課 教育総務課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

番　号 63 施設名 原井幼稚園
施設(棟)別 方針 統廃合

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定33 3,000

主な
内容

嘱託職員人件費等

(A)-(B)
効果額計

46,625

内　容

平成27年度：今後の統合園のあり方について方針決定
建設場所等については、今後2年以内に決定
平成30年度～32年度：事業着手
平成33年度：統合幼稚園供用開始を目指す

目標時期 平成27年度中方針決定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

鉄骨造
延床
面積

7.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

1,169
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

818
(A)-(B)
効果額 351

⑶ 棟名称 倉庫 建築年 昭和51年 構　造

木造
延床
面積

47.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

9,165
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

6,416
(A)-(B)
効果額 2,750

⑵ 棟名称 器具庫 建築年 昭和47年 構　造

木造
延床
面積

855.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

166,725
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

116,708
(A)-(B)
効果額

50,018

⑴ 棟名称 管理・保育 建築年 昭和47年 構　造

自治区 浜田
大分類 子育て支援施設 小分類

幼稚園・保育園・こども
園地　区 石見

担当課 教育総務課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

②新行財政改革大綱実施期間最終年（平成33年末時点）以前に耐用年数を経過する棟を含む施設

番　号 64 施設名 石見幼稚園
施設(棟)別 方針 統廃合

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

No..63「原井幼稚園」にて計上済

(A)-(B)
効果額計

53,118

内　容

平成27年度：今後の統合園のあり方について方針決定
建設場所等については、今後2年以内に決定
平成30年度～32年度：事業着手
平成33年度：統合幼稚園供用開始を目指す

目標時期 平成27年度中方針決定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

木造
延床
面積

20.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

3,900
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,730
(A)-(B)
効果額 1,170

⑵ 棟名称 倉庫 建築年 昭和45年 構　造

木造
延床
面積

574.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

111,930
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

78,351
(A)-(B)
効果額

33,579

⑴ 棟名称
子育て支援セン
ター

建築年 昭和39年 構　造

自治区 浜田
大分類 子育て支援施設 小分類 幼児・児童施設

地　区 浜田

担当課
子育て支援課（子育て支援セン
ター）

単独or複合 単独 指定管理の有無 －

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

番　号 65 施設名 子育て支援センター
施設(棟)別 方針 複合化

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

現時点不明

(A)-(B)
効果額計

34,749

内　容

築後50年を超える施設のため、雨漏りや破損、白ありなど、子どもの安全面や衛
生面でも問題が多く、できるだけ早期に建替えが必要である。他の子ども関係施設
との複合化について、場所を含め、メリット・デメリットを整理し、検討する。

目標時期 平成33年度までに整理・検討

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

木造
延床
面積

81.98㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

15,986
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,886
(A)-(B)
効果額

14,101

⑴ 棟名称 やさか児童クラブ 建築年 昭和14年 構　造

自治区 弥栄
大分類 子育て支援施設 小分類 幼児・児童施設

地　区 安城

担当課 子育て支援課 単独or複合 複合（主） 指定管理の有無 －

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 66 施設名 やさか児童クラブ
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定29 240

主な
内容

学校施設との共用部分の経費（下水道使用料等約20,000円/月）

(A)-(B)
効果額計

14,101

内　容

平成27年度から平成28年度弥栄小学校体育館の改築に伴い、新体育館内に児童ク
ラブ専用室を設け平成28年10月頃移転。
※当該施設は廃止となるが、実質は弥栄小学校屋内運動場との複合化

目標時期 平成28年10月頃移転

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

木造
延床
面積

162.35㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

31,658
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

3,734
(A)-(B)
効果額

27,924

⑴ 棟名称
あさひやすらぎの
家

建築年 平成15年 構　造

自治区 旭
大分類 保健・福祉施設 小分類 高齢福祉施設

地　区 和田

担当課 健康長寿課・旭支所市民福祉課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 67 施設名 あさひやすらぎの家
施設(棟)別 方針 民間譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定29 488

主な
内容

指定管理料

(A)-(B)
効果額計

27,924

内　容

譲渡年度の目標を平成29年度とし、現指定管理者である社会福祉法人旭福祉会と
協議を進めたい。ただし、平成29年度の譲渡が困難である場合は、遅くても次期
指定管理に関する協定期間（平成29年度から平成33年度となる予定）の最終年度
までには譲渡に向けて協議したい。

目標時期 平成29年度中譲渡

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

木造
延床
面積

175.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

34,125
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

4,025
(A)-(B)
効果額

30,100

⑴ 棟名称 やすらぎの家 建築年 平成19年 構　造

自治区 弥栄
大分類 保健・福祉施設 小分類 高齢福祉施設

地　区 杵束

担当課 健康長寿課・弥栄支所市民福祉課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 68 施設名 やさかやすらぎの家
施設(棟)別 方針 民間譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定30 800

主な
内容

指定管理料

(A)-(B)
効果額計

30,100

内　容

譲渡年度の目標を平成30年度とし、現指定管理者である社会福祉法人弥栄福祉会
と協議を進めたい。ただし、平成30年度の譲渡が困難である場合は、遅くても次
期指定管理に関する協定期間（平成30年度から平成34年度となる予定）の最終年
度までには譲渡に向けて協議したい。

目標時期 平成30年度中譲渡

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

579.54㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

260,213
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

209,967
(A)-(B)
効果額

50,246

⑴ 棟名称
弥栄老人福祉セン
ター

建築年 昭和55年 構　造

自治区 弥栄
大分類 保健・福祉施設 小分類 高齢福祉施設

地　区 杵束

担当課 弥栄支所市民福祉課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

④耐用年数を待たずとも前倒しで統廃合や複合化を検討する施設

番　号 69 施設名 弥栄老人福祉センター
施設(棟)別 方針 複合化

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定32 1,607

主な
内容

燃料費（重油ボイラー）、光熱水費、エレベーター保守委託料等

(A)-(B)
効果額計

50,246

内　容

耐用年数は平成52年までとなっているが、新耐震基準以前の建物であり、今後現行施設の耐震
改修を実施し、適宜修繕しながら維持することは多額の費用が伴われ困難である（エレベーター
保守や重油代もかなり高額）。現在は福祉施設としての利用よりも、サークル活動としての利用
が多く、地域コミュニティーの性格が強い施設である。隣接する老人憩いの家（杵束公民館・弥
栄図書館との複合施設）との、よりコンパクトなコミュニティー施設（平屋を予定）として複合
化を図る（平成29年度実施設計・地盤調査、平成30～平成31年度建築・旧施設解体予定）。

目標時期 平成32年度までに複合施設整備、既存施設解体

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

木造
延床
面積

19.87㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

3,875
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,712
(A)-(B)
効果額 1,162

⑵ 棟名称 増築部分 建築年 平成17年 構　造

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

413.43㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

185,630
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

149,786
(A)-(B)
効果額

35,844

⑴ 棟名称 老人憩いの家 建築年 昭和48年 構　造

自治区 弥栄
大分類 保健・福祉施設 小分類 高齢福祉施設

地　区 杵束

担当課 弥栄支所市民福祉課 単独or複合 複合（主） 指定管理の有無 －

④耐用年数を待たずとも前倒しで統廃合や複合化を検討する施設

番　号 70 施設名 老人憩いの家
施設(棟)別 方針 複合化

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定32 730

主な
内容

光熱水費、消防設備点検料等

(A)-(B)
効果額計

37,007

内　容

耐用年数は平成45年までとなっているが、新耐震基準以前の建物であり、今後現行施設の
耐震改修を実施し、適宜修繕しながら維持することは多額の費用が伴われ困難である。当該
施設には出張所機能、公民館機能、図書館機能があり、隣接する老人福祉センターとの、よ
りコンパクトなコミュニティー施設（平屋を予定）として複合化を図る（平成29年度実施
設計・地盤調査、平成30～平成31年度建築・旧施設解体予定）。

目標時期 平成32年度までに複合施設整備、既存施設解体

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

木造
延床
面積

27.16㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

5,296
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

625
(A)-(B)
効果額 4,672

⑶ 棟名称 倉庫 建築年 平成16年 構　造

鉄骨造
延床
面積

116.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

19,372
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,668
(A)-(B)
効果額

16,704

⑵ 棟名称 車庫 建築年 平成7年 構　造

鉄骨造
延床
面積

512.81㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

85,639
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

11,795
(A)-(B)
効果額

73,845

⑴ 棟名称
デイサービスセン
ター

建築年 平成7年 構　造

自治区 三隅
大分類 保健・福祉施設 小分類 高齢福祉施設

地　区 三隅

担当課 健康長寿課・三隅支所市民福祉課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 71 施設名 三隅デイサービスセンター
施設(棟)別 方針 民間譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

145



Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

指定管理料ないため効果額なし（利用料金制）

(A)-(B)
効果額計

95,220

内　容

譲渡年度の目標を平成29年度とし、現指定管理者である社会福祉法人浜田市社会
福祉協議会と協議を進めたい。ただし、平成29年度の譲渡が困難である場合は、
遅くても次期指定管理に関する協定期間（平成29年度から平成33年度となる予
定）の最終年度までには譲渡に向けて協議したい。

目標時期 平成29年度中譲渡

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

木造
延床
面積

335.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

65,325
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

7,705
(A)-(B)
効果額

57,620

⑴ 棟名称
地域活動支援セン
ター

建築年 平成15年 構　造

自治区 旭
大分類 保健・福祉施設 小分類 障害福祉施設

地　区 和田

担当課 旭支所市民福祉課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 72 施設名 あさひひまわり工房
施設(棟)別 方針 民間譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

147



Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定29 4,300

主な
内容

指定管理料

(A)-(B)
効果額計

57,620

内　容

譲渡年度の目標を平成29年度とし、現指定管理者であるあさひひまわり会と協議
を進めたい。ただし、平成29年度の譲渡が困難である場合は、遅くても次期指定
管理に関する協定期間（平成29年度から平成33年度となる予定）の最終年度まで
には譲渡に向けて協議したい。

目標時期 平成29年度中譲渡

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

木造
延床
面積

237.36㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

46,285
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

5,459
(A)-(B)
効果額

40,826

⑴ 棟名称
地域活動支援セン
ター

建築年 平成18年 構　造

自治区 三隅
大分類 保健・福祉施設 小分類 障害福祉施設

地　区 三隅

担当課 地域福祉課・三隅支所市民福祉課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 73 施設名
みすみ地域活動支援センターきず
な

施設(棟)別 方針 民間移管

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定29 4,300

主な
内容

指定管理料。ただし、譲渡する場合は島根県指定事業の基準に見合う施設整備を行
う必要あり。

(A)-(B)
効果額計

40,826

内　容

当施設については、浜田市手をつなぐ育成会三隅支部という家族会が指定管理によ
り事業実施している。
今後は、民間移管を前提としているが、三隅という地域性や浜田市手をつなぐ育成
会の障がい福祉分野の拠点機能を考慮し、現在の指定管理期間終了（平成29年3
月）後からの民間譲渡（施設譲渡）もあわせて検討する。

目標時期 平成29年度以降の民間移管or民間譲渡

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

木造
延床
面積

129.25㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

25,204
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,973
(A)-(B)
効果額

22,231

⑴ 棟名称
あさひふれあいプ
ラザ

建築年 平成15年 構　造

自治区 旭
大分類 保健・福祉施設 小分類 その他社会福祉施設

地　区 和田

担当課 旭支所市民福祉課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 74 施設名 あさひふれあいプラザ
施設(棟)別 方針 民間譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定29 422

主な
内容

指定管理料

(A)-(B)
効果額計

22,231

内　容

譲渡年度の目標を平成29年度とし、現指定管理者である社会福祉法人旭福祉会と
協議を進めたい。ただし、平成29年度の譲渡が困難である場合は、遅くても次期
指定管理に関する協定期間（平成29年度から平成33年度となる予定）の最終年度
までには譲渡に向けて協議したい。

目標時期 平成29年度中譲渡

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

鉄骨造
延床
面積

108.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

18,036
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

12,625
(A)-(B)
効果額 5,411

⑵ 棟名称 車庫 建築年 昭和46年 構　造

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

1345.28㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

388,786
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

272,150
(A)-(B)
効果額

116,636

⑴ 棟名称 庁舎 建築年 昭和35年 構　造

自治区 金城
大分類 行政系施設 小分類 庁舎等

地　区 雲城

担当課 金城支所防災自治課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

②新行財政改革大綱実施期間最終年（平成33年末時点）以前に耐用年数を経過する棟を含む施設

番　号 75 施設名 金城支所庁舎
施設(棟)別 方針 複合化

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

現時点不明

(A)-(B)
効果額計

122,047

内　容

平成27年度に庁舎（金城・旭）の耐震診断を実施。この結果を受け、耐震補強工
事を実施するか、それとも複合施設等を建設するかなど、全支所の庁舎の方針を決
定する。

目標時期 平成28年度以降支所庁舎全体のあり方を方針決定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 76 施設名 久代分団2班消防ポンプ車庫
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 有

自治区 浜田
大分類 行政系施設 小分類 消防施設

地　区 国府

担当課 消防本部総務課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

木造
延床
面積

21.50㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

4,193
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

495
(A)-(B)
効果額 3,698

⑴ 棟名称 ポンプ車庫 建築年 平成4年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

29 23

主な
内容

電気・水道料金

(A)-(B)
効果額計

3,698

内　容

廃止については浜田市消防団、地元自治会の承認を条件とする。（現有資機材は久
代分団1班車庫に集約）
消防団車庫として用途廃止後、上府町荒相町内会（久代4町内）の町内会活動のた
めの倉庫として無償貸付（普通財産無償貸付の弾力的運用を検討）する。
※建物管理及び敷地、周辺の環境整備は町内会が実施

目標時期 平成28年度中用途廃止
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

コンクリート
ブロック造

延床
面積

7.78㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

1,891
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

179
(A)-(B)
効果額 1,712

⑴ 棟名称
消防無線中継基地
局

建築年 平成2年 構　造

自治区 三隅
大分類 行政系施設 小分類 消防施設

地　区 井野

担当課 消防本部総務課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 77 施設名 消防無線中継基地局
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定28 22

主な
内容

電気料金

(A)-(B)
効果額計

1,712

内　容

平成28年3月、中国総合通信局に無線中継局廃局手続（無線局名：「しょうぼう
むろだに」）
平成28年3月末に消防無線中継基地局廃止

目標時期 平成28年3月末廃止

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 78 施設名 岡崎コミュニティ消防センター
施設(棟)別 方針 地元譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 有

自治区 三隅
大分類 行政系施設 小分類 消防施設

地　区 三隅

担当課 三隅支所防災自治課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

木造
延床
面積

110.36㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

21,520
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,538
(A)-(B)
効果額

18,982

⑴ 棟名称
コミュニティ消防
センター

建築年 平成7年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

電気、水道料のランニングコストは地元集落が負担しており、市の負担はない。

(A)-(B)
効果額計

18,982

内　容

施設利用者（岡崎集落）と譲渡に向けた協議を行い、平成29年度末までには地元
譲渡としたい。譲渡の協議が整わない場合は、普通財産無償貸付の弾力的運用を検
討する。

目標時期 平成29年度末までに地元譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 79 施設名 鹿子谷コミュニティ消防センター
施設(棟)別 方針 地元譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 有

自治区 三隅
大分類 行政系施設 小分類 消防施設

地　区 三隅

担当課 三隅支所防災自治課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

木造
延床
面積

83.44㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

16,271
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,919
(A)-(B)
効果額

14,352

⑴ 棟名称
コミュニティ消防
センター

建築年 平成7年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

電気、水道料のランニングコストは地元集落が負担しており、市の負担はない。

(A)-(B)
効果額計

14,352

内　容

施設利用者（鹿子谷集落）と譲渡に向けた協議を行い、平成29年度中には方針の
結論を出したい。譲渡の協議が整わない場合は、普通財産無償貸付の弾力的運用を
検討する。

目標時期 平成29年度中に方針決定

162
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

木造
延床
面積

337.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

65,715
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

7,751
(A)-(B)
効果額

57,964

⑴ 棟名称 田町分室 建築年 不明 構　造

自治区 浜田
大分類 行政系施設 小分類 その他行政系施設等

地　区 浜田

担当課 安全安心推進課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

番　号 80 施設名 市役所田町分室
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定－ －

主な
内容

機能移転のため、効果額なし

(A)-(B)
効果額計

57,964

内　容

現在、土地開発公社・環境課（パトロール詰所）・無料法律相談所がはいっている
が、平成30年度中に別施設への移転（機能移転）、平成31年度以降の解体を目標
とする。

目標時期 平成30年度中別施設への移転

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

②新行財政改革大綱実施期間最終年（平成33年末時点）以前に耐用年数を経過する棟を含む施設

番　号 81 施設名 公用車両（除雪車等）車庫
施設(棟)別 方針 単独建替え

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 旭
大分類 行政系施設 小分類 その他行政系施設等

地　区 今市

担当課 旭支所防災自治課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

鉄骨造
延床
面積

192.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

32,064
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

32,064
(A)-(B)
効果額 0

⑴ 棟名称 重機車庫 建築年 昭和55年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

単独建替えのため効果額なし

(A)-(B)
効果額計

0

内　容

法定耐用年数では平成33年度に建替え時期となるが、状態に支障がない限りは現
状のまま使用し、建替えが必要となった時期に単独建替えとする。
位置については原則、現在の位置またはその付近とする。

目標時期 建替えが必要となった時期に単独建替え
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

②新行財政改革大綱実施期間最終年（平成33年末時点）以前に耐用年数を経過する棟を含む施設

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 82 施設名 都川団地住宅
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 旭
大分類 公営住宅 小分類 公営住宅

地　区 都川

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

鉄骨造
延床
面積

166.41㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

27,790
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

3,827
(A)-(B)
効果額

23,963

⑴ 棟名称 都川団地住宅 建築年 昭和52年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

年間管理代行料（3戸分）合計約70千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入
（1戸分）約240千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

23,963

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の浜田市公
営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、3戸中2戸が空き家状態で募集しても入
居者がいない状況が続いているため、平成35年以降で、入居者がおらず公募をかけても空
き家状態が続けば用途廃止し、解体を検討する（公営住宅法上の耐用年数は簡易耐火構造2
階建の場合45年のため）
※構造は鉄骨造で分類しているが、実際はＰＣ（プレキャスト鉄筋コンクリート造）

目標時期 平成35年以降で、入居者がおらず公募をかけても空き家状態が続けば用途廃止し、解体
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 83 施設名 後野災害特別住宅
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 浜田
大分類 公営住宅 小分類 災害住宅

地　区 石見

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

木造
延床
面積

60.78㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

11,852
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,398
(A)-(B)
効果額

10,454

⑴ 棟名称 後野災害特別住宅 建築年 平成元年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

災害特別住宅は市直営管理のため指定管理料の経費なし。修繕料もほぼかかってお
らず、年間家賃収入約150千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

10,454

内　容

公営住宅法上の木造住宅の耐用年数は30年であり、耐用年数経過後の譲渡は国へ
の申請・承認が不要であり、かつ入居者への譲渡価格も安価になるため譲渡をス
ムーズに進めることができる（平成31年度以降）。
※入居者譲渡希望あり

目標時期 平成31年度以降に入居者有償譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 84 施設名 河内災害特別住宅
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 浜田
大分類 公営住宅 小分類 災害住宅

地　区 石見

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

木造
延床
面積

60.78㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

11,852
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,398
(A)-(B)
効果額

10,454

⑴ 棟名称 河内災害特別住宅 建築年 平成元年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

災害特別住宅は市直営管理のため指定管理料の経費なし。修繕料もほぼかかってお
らず、年間家賃収入約150千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

10,454

内　容

公営住宅法上の木造住宅の耐用年数は30年であり、耐用年数経過後の譲渡は国へ
の申請・承認が不要であり、かつ入居者への譲渡価格も安価になるため譲渡をス
ムーズに進めることができる（平成31年度以降）。
※入居者譲渡希望あり

目標時期 平成31年度以降に入居者有償譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 85 施設名 宇津井災害特別住宅
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 浜田
大分類 公営住宅 小分類 災害住宅

地　区 石見

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

木造
延床
面積

60.78㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

11,852
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,398
(A)-(B)
効果額

10,454

⑴ 棟名称
宇津井災害特別住
宅

建築年 平成元年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

災害特別住宅は市直営管理のため指定管理料の経費なし。修繕料もほぼかかってお
らず、年間家賃収入約150千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

10,454

内　容

公営住宅法上の木造住宅の耐用年数は30年であり、耐用年数経過後の譲渡は国へ
の申請・承認が不要であり、かつ入居者への譲渡価格も安価になるため譲渡をス
ムーズに進めることができる（平成31年度以降）。
※入居者譲渡希望あり

目標時期 平成31年度以降に入居者有償譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 86 施設名 仲三団地2号
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 災害住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

木造
延床
面積

60.78㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

11,852
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,398
(A)-(B)
効果額

10,454

⑴ 棟名称 仲三団地2号 建築年 昭和58年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

災害特別住宅は市直営管理のため指定管理料の経費なし。修繕料もほぼかかってお
らず、年間家賃収入約120千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

10,454

内　容

平成27年9月議会で用途廃止済。
◆仲三団地2号、3号、4号、7号は入居者へ有償譲渡（平成27年10月～11月
頃）
◆仲三団地6号は入居者退去のため、土地・住宅とともに公募予定とし、応募がな
ければ解体

目標時期 用途廃止済。平成27年10月～11月頃入居者へ有償譲渡予定
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 87 施設名 仲三団地3号
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 災害住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

木造
延床
面積

60.78㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

11,852
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,398
(A)-(B)
効果額

10,454

⑴ 棟名称 仲三団地3号 建築年 昭和58年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

災害特別住宅は市直営管理のため指定管理料の経費なし。修繕料もほぼかかってお
らず、年間家賃収入約120千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

10,454

内　容

平成27年9月議会で用途廃止済。
◆仲三団地2号、3号、4号、7号は入居者へ有償譲渡（平成27年10月～11月
頃）
◆仲三団地6号は入居者退去のため、土地・住宅とともに公募予定とし、応募がな
ければ解体

目標時期 用途廃止済。平成27年10月～11月頃入居者へ有償譲渡予定
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 88 施設名 仲三団地4号
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 災害住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

木造
延床
面積

74.73㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

14,572
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,719
(A)-(B)
効果額

12,854

⑴ 棟名称 仲三団地4号 建築年 昭和58年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

災害特別住宅は市直営管理のため指定管理料の経費なし。修繕料もほぼかかってお
らず、年間家賃収入約120千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

12,854

内　容

平成27年9月議会で用途廃止済。
◆仲三団地2号、3号、4号、7号は入居者へ有償譲渡（平成27年10月～11月
頃）
◆仲三団地6号は入居者退去のため、土地・住宅とともに公募予定とし、応募がな
ければ解体

目標時期 用途廃止済。平成27年10月～11月頃入居者へ有償譲渡予定
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 89 施設名 仲三団地6号
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 災害住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

木造
延床
面積

74.73㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

14,572
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,719
(A)-(B)
効果額

12,854

⑴ 棟名称 仲三住宅6号 建築年 昭和58年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

災害特別住宅は市直営管理のため指定管理料の経費なし。修繕料もほぼかかってお
らず、年間家賃収入約120千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

12,854

内　容

平成27年9月議会で用途廃止済。
◆仲三団地2号、3号、4号、7号は入居者へ有償譲渡（平成27年10月～11月
頃）
◆仲三団地6号は入居者退去のため、土地・住宅とともに公募予定とし、応募がな
ければ解体

目標時期 用途廃止済。土地・住宅とともに公募にかけ、応募がなければ解体
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 90 施設名 仲三団地7号
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 災害住宅

地　区 杵束

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

木造
延床
面積

74.88㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

14,602
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,722
(A)-(B)
効果額

12,879

⑴ 棟名称 仲三団地7号 建築年 昭和58年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

183
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

災害特別住宅は市直営管理のため指定管理料の経費なし。修繕料もほぼかかってお
らず、年間家賃収入約120千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

12,879

内　容

平成27年9月議会で用途廃止済。
◆仲三団地2号、3号、4号、7号は入居者へ有償譲渡（平成27年10月～11月
頃）
◆仲三団地6号は入居者退去のため、土地・住宅とともに公募予定とし、応募がな
ければ解体

目標時期 用途廃止済。平成27年10月～11月頃入居者へ有償譲渡予定

184
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 91 施設名 災害公営住宅(杖田)
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 三隅
大分類 公営住宅 小分類 災害住宅

地　区 三隅

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

木造
延床
面積

65.22㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

12,718
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,500
(A)-(B)
効果額

11,218

⑴ 棟名称 Ａ棟1 建築年 昭和59年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

災害特別住宅は市直営管理のため指定管理料の経費なし。修繕料もほぼかかってお
らず、年間家賃収入約130千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

11,218

内　容

平成27年7月に入居者への有償譲渡完了

目標時期 入居者へ有償譲渡済
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 92 施設名 災害公営住宅(岡見)
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 三隅
大分類 公営住宅 小分類 災害住宅

地　区 岡見

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 －

木造
延床
面積

65.22㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

12,718
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,500
(A)-(B)
効果額

11,218

⑴ 棟名称 Ａ棟1 建築年 昭和59年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

災害特別住宅は市直営管理のため指定管理料の経費なし。修繕料もほぼかかってお
らず、年間家賃収入約130千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

11,218

内　容

平成27年7月に入居者へ譲渡の意向調査をした結果、譲渡の意向あり。今後入居
者と協議を進める。

目標時期 平成33年度までに入居者等へ意向を確認し、譲渡に向けた検討を行う。
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

②新行財政改革大綱実施期間最終年（平成33年末時点）以前に耐用年数を経過する棟を含む施設

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 93 施設名 黒川改良住宅
施設(棟)別 方針

黒川改良店舗：入居者等譲渡
黒川集会所　：単独建替え

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 浜田
大分類 公営住宅 小分類 改良住宅

地　区 石見

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

鉄骨造
延床
面積

77.65㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

12,968
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,786
(A)-(B)
効果額

11,182

⑴ 棟名称 黒川改良店舗 建築年 昭和56年 構　造

鉄骨造
延床
面積

100.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

16,700
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

16,700
(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称
黒川集会所(黒川改
良住宅)

建築年 昭和54年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

年間指定管理料合計約44千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約620千円
は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

11,182

内　容

◆黒川改良店舗：平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直
し策定の浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、将来的に公営住宅とし
て改良店舗を市が管理する必要性もなく、かつ現入居者が店舗（住宅）、土地とともに払下
げの意向もあるため、譲渡の方針とする。
◆黒川集会所：黒川改良住宅の建替え時期（耐用年数上は平成52年～55年）にあわせて建
替え

目標時期 黒川改良店舗：平成32年度以降（付近の地籍調査の時期にあわせる）
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 94 施設名 雇用促進住宅小福井団地
施設(棟)別 方針 民間譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 浜田
大分類 公営住宅 小分類 雇用促進住宅

地　区 長浜

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

1565.34㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

702,838
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

36,003
(A)-(B)
効果額

666,835

⑴ 棟名称 小福井団地1号棟 建築年 昭和45年 構　造

鉄筋コンクリート
造・コンクリート
ブロック造

延床
面積

28.91㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

9,400
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

665
(A)-(B)
効果額 8,735

⑵ 棟名称
ポンプ室・ボンベ
室

建築年 昭和45年 構　造

鉄骨造
延床
面積

53.46㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

8,928
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,230
(A)-(B)
効果額 7,698

⑶ 棟名称 自転車置き場 建築年 昭和46年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

1540.50㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

691,685
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

35,432
(A)-(B)
効果額

656,253

⑷ 棟名称 小福井団地2号棟 建築年 昭和48年 構　造

鉄骨造
延床
面積

33.50㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

5,595
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

771
(A)-(B)
効果額 4,824

⑸ 棟名称 自転車置き場 建築年 平成6年 構　造

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

78.45㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

35,224
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,804
(A)-(B)
効果額

33,420

⑹ 棟名称 集会所 建築年 平成6年 構　造

－ －

主な
内容

利用料金制の指定管理施設であり、指定管理料はなし。指定管理者からの納付金も
ゼロとなるため、維持管理費の効果額としては計上なし。ただし、施設譲渡による
土地・建物の売払収入及び毎年の固定資産税の収入は別途あり。

(A)-(B)
効果額計

1,377,765

内　容

入居者救済の観点から緊急避難措置であることを基本に、10年経過後の「廃止・
解体」と新たな建替えは行わないことを前提として平成22年に国から購入した経
緯あり。平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランに基づき、今後の方
針を決定していくが、入居状況や入居者の生活安定等への配慮を考慮しながら、平
成33年度以降の民間への譲渡を検討していくこととする。

目標時期 平成33年度以降の民間譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 95 施設名 雇用促進住宅国府団地
施設(棟)別 方針 民間譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 浜田
大分類 公営住宅 小分類 雇用促進住宅

地　区 国府

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

2444.51㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

1,097,585
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

56,224
(A)-(B)
効果額

1,041,361

⑴ 棟名称 国府団地1号棟 建築年 平成2年 構　造

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

134.70㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

60,480
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

3,098
(A)-(B)
効果額

57,382

⑵ 棟名称
集会室・受水槽ポ
ンプ室

建築年 平成2年 構　造

鉄骨造
延床
面積

210.62㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

35,174
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

4,844
(A)-(B)
効果額

30,330

⑶ 棟名称
自転車置き場（2
棟）

建築年 平成2年 構　造
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改 ★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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改 ★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

2435.82㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

1,093,683
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

56,024
(A)-(B)
効果額

1,037,659

⑷ 棟名称 国府団地2号棟 建築年 平成2年 構　造

鉄骨造
延床
面積

11.49㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

1,919
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

264
(A)-(B)
効果額 1,655

⑸ 棟名称 塵芥集積所 建築年 平成2年 構　造

コンクリート
ブロック造

延床
面積

15.96㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

3,878
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

367
(A)-(B)
効果額 3,511

⑹ 棟名称 プロパン庫 建築年 平成2年 構　造

－ －

主な
内容

利用料金制の指定管理施設であり、指定管理料はなし。指定管理者からの納付金も
ゼロとなるため、維持管理費の効果額としては計上なし。ただし、施設譲渡による
土地・建物の売払収入及び毎年の固定資産税の収入は別途あり。

(A)-(B)
効果額計

2,171,898

内　容

入居者救済の観点から緊急避難措置であることを基本に、10年経過後の「廃止・
解体」と新たな建替えは行わないことを前提として平成22年に国から購入した経
緯あり。平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランに基づき、今後の方
針を決定していくが、入居状況や入居者の生活安定等への配慮を考慮しながら、平
成33年度以降の民間への譲渡を検討していくこととする。

目標時期 平成33年度以降の民間譲渡
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改 ★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

②新行財政改革大綱実施期間最終年（平成33年末時点）以前に耐用年数を経過する棟を含む施設

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 96 施設名 雇用促進住宅内田団地
施設(棟)別 方針 民間譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 浜田
大分類 公営住宅 小分類 雇用促進住宅

地　区 美川

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

1827.74㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

820,655
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

42,038
(A)-(B)
効果額

778,617

⑴ 棟名称 内田団地1号棟 建築年 昭和52年 構　造

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

21.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

9,429
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

483
(A)-(B)
効果額 8,946

⑵ 棟名称 機械室 建築年 昭和52年 構　造

鉄骨造
延床
面積

53.10㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

8,868
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,221
(A)-(B)
効果額 7,646

⑶ 棟名称 物置 建築年 昭和52年 構　造
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

鉄骨造
延床
面積

53.10㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

8,868
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,221
(A)-(B)
効果額 7,646

⑷ 棟名称 物置 建築年 昭和52年 構　造

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

2038.50㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

915,287
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

46,886
(A)-(B)
効果額

868,401

⑸ 棟名称 内田団地2号棟 建築年 昭和52年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

利用料金制の指定管理施設であり、指定管理料はなし。指定管理者からの納付金も
ゼロとなるため、維持管理費の効果額としては計上なし。ただし、施設譲渡による
土地・建物の売払収入及び毎年の固定資産税の収入は別途あり。

(A)-(B)
効果額計

1,671,257

内　容

入居者救済の観点から緊急避難措置であることを基本に、10年経過後の「廃止・
解体」と新たな建替えは行わないことを前提として平成22年に国から購入した経
緯あり。平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランに基づき、今後の方
針を決定していくが、入居状況や入居者の生活安定等への配慮を考慮しながら、平
成33年度以降の民間への譲渡を検討していくこととする。

目標時期 平成33年度以降の民間譲渡

196



Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

改 ★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

②新行財政改革大綱実施期間最終年（平成33年末時点）以前に耐用年数を経過する棟を含む施設

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 97 施設名 雇用促進住宅金城団地
施設(棟)別 方針 民間譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 金城
大分類 公営住宅 小分類 雇用促進住宅

地　区 雲城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

2381.12㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

1,069,123
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

54,766
(A)-(B)
効果額

1,014,357

⑴ 棟名称 金城団地1号棟 建築年 昭和55年 構　造

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

78.75㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

35,359
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,811
(A)-(B)
効果額

33,548

⑵ 棟名称 集会所 建築年 昭和55年 構　造

鉄骨造
延床
面積

105.31㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

17,587
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,422
(A)-(B)
効果額

15,165

⑶ 棟名称 自転車置き場 建築年 昭和55年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

鉄筋コンク
リート造

延床
面積

2377.04㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

1,067,291
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

54,672
(A)-(B)
効果額

1,012,619

⑷ 棟名称 金城団地2号棟 建築年 昭和55年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

利用料金制の指定管理施設であり、指定管理料はなし。指定管理者からの納付金も
ゼロとなるため、維持管理費の効果額としては計上なし。ただし、施設譲渡による
土地・建物の売払収入及び毎年の固定資産税の収入は別途あり。

(A)-(B)
効果額計

2,075,688

内　容

入居者救済の観点から緊急避難措置であることを基本に、10年経過後の「廃止・
解体」と新たな建替えは行わないことを前提として平成22年に国から購入した経
緯あり。平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランに基づき、今後の方
針を決定していくが、入居状況や入居者の生活安定等への配慮を考慮しながら、平
成33年度以降の民間への譲渡を検討していくこととする。

目標時期 平成33年度以降の民間譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

①平成27年末時点で耐用年数を経過している棟を含む施設

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 98 施設名 今福一般住宅2号
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 金城
大分類 公営住宅 小分類 一般住宅

地　区 今福

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

73.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

14,235
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,679
(A)-(B)
効果額

12,556

⑴ 棟名称 住宅 建築年 昭和40年 構　造

木造
延床
面積

4.00㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

780
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

92
(A)-(B)
効果額 688

⑵ 棟名称 倉庫 建築年 昭和40年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

年間指定管理料合計約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約204千円
は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

13,244

内　容

平成27年9月議会で用途廃止済。
◆入居者退去のため、土地・住宅とともに公募予定とし、応募がなければ解体

目標時期 用途廃止済。土地・住宅とともに公募にかけ、応募がなければ解体
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

②新行財政改革大綱実施期間最終年（平成33年末時点）以前に耐用年数を経過する棟を含む施設

番　号 99 施設名 七条一般住宅2号・3号
施設(棟)別 方針 廃止(耐用年数経過後)

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 金城
大分類 公営住宅 小分類 一般住宅

地　区 雲城

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

79.24㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

15,452
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,823
(A)-(B)
効果額

13,629

⑴ 棟名称 2号棟 建築年 昭和53年 構　造

木造
延床
面積

69.22㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

13,498
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,592
(A)-(B)
効果額

11,906

⑵ 棟名称 3号棟 建築年 昭和53年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

年間指定管理料合計約48千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約612千円
は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

25,535

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、現入居者退去後に廃止
予定（入居者退去予定・時期は不明）

目標時期 現入居者退去後に廃止予定（入居者退去予定・時期は不明）
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 100 施設名 和田一般住宅
施設(棟)別 方針 廃止

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 旭
大分類 公営住宅 小分類 一般住宅

地　区 和田

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

コンクリート
ブロック造

延床
面積

49.58㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

7,933
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,140
(A)-(B)
効果額 6,792

⑴ 棟名称 和田一般住宅 建築年 昭和38年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

年間指定管理料合計約24千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約132千円
は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

6,792

内　容

入居者退去のため、平成27年度中に用途廃止予定。

目標時期 平成27年度中に用途廃止予定
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 101 施設名 若者定住住宅
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 三隅
大分類 公営住宅 小分類 若者住宅

地　区 三隅

担当課 建築住宅課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

84.16㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

16,411
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,936
(A)-(B)
効果額

14,476

⑴ 棟名称 Ｃ棟1号 建築年 昭和60年 構　造

木造
延床
面積

84.16㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

16,411
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

1,936
(A)-(B)
効果額

14,476

⑵ 棟名称 Ｃ棟2号 建築年 昭和60年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

年間指定管理料合計約48千円＋修繕料は0円となるが、年間家賃収入約600千円
は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

28,951

内　容

平成28年度に更新予定の浜田市住宅マスタープランと平成27年度に見直し策定の
浜田市公営住宅等長寿命化計画に基づき方針を決定するが、戸建住宅で定住を目的
とした住宅であり、将来的に市営住宅として市が管理し続ける必要性も低いため入
居者等への譲渡を検討する。

目標時期 平成43年以降入居等者譲渡（公営住宅法と同様の扱いにすると耐用年数は簡易耐火構造のため45年）
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 102 施設名 弥栄定住化推進住宅1
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 弥栄定住化住宅

地　区 安城

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

113.71㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

22,173
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,615
(A)-(B)
効果額

19,558

⑴ 棟名称
弥栄定住化推進住
宅1

建築年 平成2年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

弥栄定住化推進住宅1～15の年間指定管理料合計約367千円＋修繕料は0円とな
るが、年間家賃収入4,770千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,558

内　容

弥栄村定住化推進に関する条例に基づき設置した住宅で、「住宅及びそれにかかる土地の貸
付期間25年を経過し、この条例に違反していない者にあっては、無償で払下げを行うこと
ができる。」ことから、貸付期間25年経過後に払下げを行う。この施設は、平成28年度末
に25年が経過するため、平成29年度に入居者に無償で払下げを行う。平成26年度に入居
者へ払下げの希望確認を行い、貸付期間満了による払下げ希望を確認している。

目標時期 平成29年度入居者譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 103 施設名 弥栄定住化推進住宅2
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 弥栄定住化住宅

地　区 安城

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

111.91㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

21,822
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,574
(A)-(B)
効果額

19,249

⑴ 棟名称
弥栄定住化推進住
宅2

建築年 平成2年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）
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※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

弥栄定住化推進住宅1～15の年間指定管理料合計約367千円＋修繕料は0円とな
るが、年間家賃収入4,770千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,249

内　容

弥栄村定住化推進に関する条例に基づき設置した住宅で、「住宅及びそれにかかる土地の貸
付期間25年を経過し、この条例に違反していない者にあっては、無償で払下げを行うこと
ができる。」ことから、貸付期間25年経過後に払下げを行う。この施設は、平成28年度末
に25年が経過するため、平成29年度に入居者に無償で払下げを行う。平成26年度に入居
者へ払下げの希望確認を行い、貸付期間満了による払下げ希望を確認している。

目標時期 平成29年度入居者譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 104 施設名 弥栄定住化推進住宅3
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 弥栄定住化住宅

地　区 杵束

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

113.71㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

22,173
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,615
(A)-(B)
効果額

19,558

⑴ 棟名称 弥栄定住化住宅3 建築年 平成3年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

弥栄定住化推進住宅1～15の年間指定管理料合計約367千円＋修繕料は0円とな
るが、年間家賃収入4,770千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,558

内　容

弥栄村定住化推進に関する条例に基づき設置した住宅で、「住宅及びそれにかかる土地の貸
付期間25年を経過し、この条例に違反していない者にあっては、無償で払下げを行うこと
ができる。」ことから、貸付期間25年経過後に払下げを行う。この施設は、平成28年度末
に25年が経過するため、平成29年度に入居者に無償で払下げを行う。平成26年度に入居
者へ払下げの希望確認を行い、貸付期間満了による払下げ希望を確認している。

目標時期 平成29年度入居者譲渡

212



Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 105 施設名 弥栄定住化推進住宅4
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 弥栄定住化住宅

地　区 杵束

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

133.57㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

26,046
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

3,072
(A)-(B)
効果額

22,974

⑴ 棟名称
弥栄定住化推進住
宅4

建築年 平成3年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

弥栄定住化推進住宅1～15の年間指定管理料合計約367千円＋修繕料は0円とな
るが、年間家賃収入4,770千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

22,974

内　容

弥栄村定住化推進に関する条例に基づき設置した住宅で、「住宅及びそれにかかる土地の貸
付期間25年を経過し、この条例に違反していない者にあっては、無償で払下げを行うこと
ができる。」ことから、貸付期間25年経過後に払下げを行う。この施設は、平成28年度末
に25年が経過するため、平成29年度に入居者に無償で払下げを行う。平成26年度に入居
者へ払下げの希望確認を行い、貸付期間満了による払下げ希望を確認している。

目標時期 平成29年度入居者譲渡
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 106 施設名 弥栄定住化推進住宅5
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 弥栄定住化住宅

地　区 杵束

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

110.70㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

21,587
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,546
(A)-(B)
効果額

19,040

⑴ 棟名称
弥栄定住化推進住
宅5

建築年 平成4年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造

215



Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

弥栄定住化推進住宅1～15の年間指定管理料合計約367千円＋修繕料は0円とな
るが、年間家賃収入4,770千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,040

内　容

弥栄村定住化推進に関する条例に基づき設置した住宅で、「住宅及びそれにかかる土地の貸
付期間25年を経過し、この条例に違反していない者にあっては、無償で払下げを行うこと
ができる。」ことから、貸付期間25年経過後に払下げを行う。この施設は、平成29年度末
に25年が経過するため、平成30年度に入居者に無償で払下げを行う。平成26年度に入居
者へ払下げの希望確認を行い、貸付期間満了による払下げ希望を確認している。

目標時期 平成30年度入居者譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 107 施設名 弥栄定住化推進住宅6
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 弥栄定住化住宅

地　区 杵束

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

112.82㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

22,000
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,595
(A)-(B)
効果額

19,405

⑴ 棟名称
弥栄定住化推進住
宅6

建築年 平成4年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

弥栄定住化推進住宅1～15の年間指定管理料合計約367千円＋修繕料は0円とな
るが、年間家賃収入4,770千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,405

内　容

弥栄村定住化推進に関する条例に基づき設置した住宅で、「住宅及びそれにかかる土地の貸
付期間25年を経過し、この条例に違反していない者にあっては、無償で払下げを行うこと
ができる。」ことから、貸付期間25年経過後に払下げを行う。この施設は、平成29年度末
に25年が経過するため、平成30年度に入居者に無償で払下げを行う。平成26年度に入居
者へ払下げの希望確認を行い、貸付期間満了による払下げ希望を確認している。

目標時期 平成30年度入居者譲渡
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★

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 108 施設名 弥栄定住化推進住宅7
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 弥栄定住化住宅

地　区 杵束

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

111.91㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

21,822
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,574
(A)-(B)
効果額

19,249

⑴ 棟名称
弥栄定住化推進住
宅7

建築年 平成4年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

弥栄定住化推進住宅1～15の年間指定管理料合計約367千円＋修繕料は0円とな
るが、年間家賃収入4,770千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,249

内　容

弥栄村定住化推進に関する条例に基づき設置した住宅で、「住宅及びそれにかかる土地の貸
付期間25年を経過し、この条例に違反していない者にあっては、無償で払下げを行うこと
ができる。」ことから、貸付期間25年経過後に払下げを行う。この施設は、平成29年度末
に25年が経過するため、平成30年度に入居者に無償で払下げを行う。平成26年度に入居
者へ払下げの希望確認を行い、貸付期間満了による払下げ希望を確認している。

目標時期 平成30年度入居者譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 109 施設名 弥栄定住化推進住宅8
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 弥栄定住化住宅

地　区 杵束

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

115.12㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

22,448
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,648
(A)-(B)
効果額

19,801

⑴ 棟名称
弥栄定住化推進住
宅8

建築年 平成4年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

弥栄定住化推進住宅1～15の年間指定管理料合計約367千円＋修繕料は0円とな
るが、年間家賃収入4,770千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,801

内　容

弥栄村定住化推進に関する条例に基づき設置した住宅で、「住宅及びそれにかかる土地の貸
付期間25年を経過し、この条例に違反していない者にあっては、無償で払下げを行うこと
ができる。」ことから、貸付期間25年経過後に払下げを行う。この施設は、平成29年度末
に25年が経過するため、平成30年度に入居者に無償で払下げを行う。平成26年度に入居
者へ払下げの希望確認を行い、貸付期間満了による払下げ希望を確認している。

目標時期 平成30年度入居者譲渡
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

③廃止・民間移管・民間譲渡・入居者等譲渡・地元譲渡（いずれも普通財産無償貸付の弾力的運用検討対象施設含む）の方針の施設

番　号 110 施設名 弥栄定住化推進住宅9
施設(棟)別 方針 入居者等譲渡

普通財産無償貸付の弾力的運用検討 －

自治区 弥栄
大分類 公営住宅 小分類 弥栄定住化住宅

地　区 安城

担当課 弥栄支所産業建設課 単独or複合 単独 指定管理の有無 有

木造
延床
面積

113.08㎡

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

22,051
(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

2,601
(A)-(B)
効果額

19,450

⑴ 棟名称
弥栄定住化推進住
宅9

建築年 平成4年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑵ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑶ 棟名称 建築年 構　造
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｈ
3
1

Ｈ
3
2

Ｈ
3
3

Ｈ
3
4

Ｈ
3
5

Ｈ
3
6

Ｈ
3
7

Ｈ
3
8

Ｈ
3
9

Ｈ
4
0

Ｈ
4
1

Ｈ
4
2

Ｈ
4
3

Ｈ
4
4

Ｈ
4
5

Ｈ
4
6

Ｈ
4
7

Ｈ
4
8

Ｈ
4
9

Ｈ
5
0

Ｈ
5
1

Ｈ
5
2

Ｈ
5
3

Ｈ
5
4

Ｈ
5
5

Ｈ
5
6

Ｈ
5
7

Ｈ
5
8

Ｈ
5
9

Ｈ
6
0

Ｈ
6
1

Ｈ
6
2

Ｈ
6
3

Ｈ
6
4

Ｈ
6
5

Ｈ
6
6

Ｈ
6
7

　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む
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　将来更新投資額削減予測額（試算上）

千円 千円 千円

※解体費用含む

◆今後の具体的計画 千円

◆維持管理費（ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ）削減予測額（=効果額）　※職員人件費・建物損害共済分担金は除く

平成 年度以降、毎年約 千円削減予定

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑷ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑸ 棟名称 建築年 構　造

延床
面積

耐用年数バー

(A)単独建替えの
場合の概算費用

(B)施設(棟)別方
針に基づく費用

(A)-(B)
効果額 0

⑹ 棟名称 建築年 構　造

－ －

主な
内容

弥栄定住化推進住宅1～15の年間指定管理料合計約367千円＋修繕料は0円とな
るが、年間家賃収入4,770千円は0円となるため効果額としては計上なし

(A)-(B)
効果額計

19,450

内　容

弥栄村定住化推進に関する条例に基づき設置した住宅で、「住宅及びそれにかかる土地の貸
付期間25年を経過し、この条例に違反していない者にあっては、無償で払下げを行うこと
ができる。」ことから、貸付期間25年経過後に払下げを行う。この施設は、平成30年度末
に25年が経過するため、平成31年度に入居者に無償で払下げを行う。平成26年度に入居
者へ払下げの希望確認を行い、貸付期間満了による払下げ希望を確認している。

目標時期 平成31年度入居者譲渡
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